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は じ め に
植民地期朝鮮における宗教運動を明らかにしていくためには，同時に朝
鮮総督府の宗教政策を解明する必要がある。しかしながら，朝鮮総督府の
統治政策に関わる資料は現存するものに限りがあるため，とりわけ新宗教
に対する総督府の政策については研究があまり進んでいない状況にある1)。
筆者は従来より植民地期朝鮮における新宗教運動に関心をもち，これを
研究対象の１つにしてきた。新宗教運動は植民地支配の中で受難・抵抗や
妥協・協力等の諸相を見せてくれるだけでなく，当時の民衆の心性を明ら
かにするためにも重要な要素となるからである。そのため，新宗教運動と
同時に新宗教に対する総督府の政策を解明することもまた，筆者の研究の
中では大切な作業と位置づけている。
よって本稿は，朝鮮総督府の対新宗教政策に関する研究の一環として，
植民地期における「類似宗教」概念2) を明らかにすることを目的とする。
朝鮮総督府の新宗教認識を知るには，日本「内地」の「類似宗教」概念と
対照する必要があるが，近年において戦前期の日本における「類似宗教」
概念を扱った研究が進展を見せている3)。そのため，これらの研究を参考
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にして,「内地」との対比も念頭に置きながら，朝鮮総督府の「類似宗教」
認識や宗教行政と治安当局の立場についても解明を試みたいと思う。
なお，第２節で整理することになるが，朝鮮での「類似宗教」という用
語は,「宗教類似ノ団体」(法的な用語）や「宗教類似団体」(行政用語）
の略語として，主に1930年代半ば以降に調査資料や治安状況報告書，新聞
報道などで使用されている。
１.「内地」での「類似宗教」に関わる法令
ここでは，日本「内地」における新宗教（｢類似宗教｣）と法令との関係
を整理する。
朝鮮に朝鮮総督府が設置され植民地支配が始まった1910年当時は,「内
地」では内務省宗教局が宗教行政を主管し，1913年（大正２）には文部省
宗教局に移管される。
一方で宗教教団の取締りに関しては，1882（明治15）年に施行された刑
法（旧刑法）の不敬罪および違警罪が適用された。天皇・皇室を誹謗した
り，その存在を否定あるいは疑問視するような宗教的教義やその宣布は不
敬罪に問われ，流言浮説を広めたり，みだりに祈祷するなどの行為は違警
罪（即決）に処された。こうして教義には不敬罪，日常行為には違警罪で
という新宗教に対する国家の対応パターンが確立したのである。教義は天
皇・国家に忠実に，行為は合理的に，これが新宗教のほとんどに課せられ
た至上命令であった。
1908（明治41）年，新刑法（法律第45号，1907年）が施行される（この
刑法は，朝鮮では朝鮮刑事令〔制令第11号，1912年〕により依用される)。
旧刑法にあった違警罪は別に警察犯処罰令（即決）として規定された。不
敬罪も新刑法に規定されるが，新たに神宮に対する不敬をも処罰する規定
が追加されている。この追加は新宗教にとって重要であり，教義上におい
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て天照大神よりも偉大な神を立てることは不敬になる可能性があるわけで
ある。
軽微な非合理的宗教行為には警察犯処罰令が多用され，社会変革・国家
改造を志向するような宗教的結社に対しては不敬罪などが適用された。さ
らに，1925（大正14）年に治安維持法が制定され，より取締りが厳しくな
る（｢国体」の変革に対して)。たとえば，1921（大正10）年の第１次大本
事件は不敬罪と新聞紙法違反で検挙され，1935（昭和10）年の第２次大本
事件では不敬罪と治安維持法違反で検挙されている4)。
なお，1919（大正８）年の文部省宗教局通牒が契機となり，文部省宗教
局の所管外の団体（いわゆる非公認団体）に対して，宗教行政の立場から
「類似宗教」という用語が慣用されるようになったといわれる（詳細は次
節で)。たとえば文部省は，1920年代における宗教法や宗教団体法をめぐ
る議論の中で「類似宗教」について言及していた。つまり，宗教団体法
（1939年制定）とそれに先だつ２つの法案（1926年の第２次宗教法案と，
1929年の第１次宗教団体法案）において,「｢類似宗教」を宗教行政の枠内
に取り込もうとする文部省側の努力」を見出すことができる。言い換えれ
ば，文部省は「｢教化」に資する限り「善導」していこうとする,「教化」
の論理」にもとづく「｢助長行政」への志向」をもっていたのである5)。こ
うして宗教団体法が公布される。
宗教団体法（法律第77号，1939年）の施行は，1940（昭和15）年４月か
らである。この法令は前述したように,「類似宗教」を宗教行政の枠内に
取り込もうとする文部省の「努力」の結果であった。つまりこの法令は,
「類似宗教」(警察・検察の管轄）を「宗教結社」として宗教行政の対象
とするもので，この宗教結社制度の導入は文部省による宗教行政の枠組み
の変化を示している。
同法第23条は,「類似宗教」と呼ばれてきた団体等（｢宗教団体」所属の
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未届教会や集会所の類等も）の「宗教結社」届出に関する規定である。次
に示そう。
第二十三条 宗教団体ニ非ズシテ宗教ノ教義ノ宣布及儀式ノ執行ヲ為
ス結社(以下宗教結社ト称ス)ヲ組織シタルトキハ代表者ニ於テ規則
ヲ定メ十四日内ニ地方長官ニ届出ヅルコトヲ要ス届出事項ニ変更ヲ
生ジタルトキ亦同ジ
宗教結社ノ規則ニハ左ノ事項ヲ記載スベシ
一 名称
二 事務所ノ所在地
三 教義，儀式及行事ニ関スル事項
四 奉斎主神，安置仏等ノ称号
五 組織ニ関スル事項
六 財産管理其ノ他ノ財務ニ関スル事項
七 代表者及布教者ノ資格及選定方法
文部省とは立場を異にする司法省刑事局では，宗教団体法は「宗教団体」
(公認団体）と同様に「宗教結社」(非公認の「類似宗教」団体等が対象）
にも全面的に「認可主義」を採用して，厳重なる「統制下」に置き「指導
監督の至便を企図した」ものであると理解していた。そして,「公認，非
公認の如何は問ふべき限りでなくなつた」との解釈から,「類似宗教」に
関して治安重視の別の定義を提示することになる（次節で説明)6)。
これに関連して，司法省と同じ立場を取る内務省は，文部省の意図をあ
る意味で正確に理解していて，この宗教結社制度が「保護」を与えたもの
だと捉えていた。そのため，内務省は「類似宗教」に警戒を示して「取締
を厳にする」とし，文部省の政策に対しても警戒をより深めたに違いない
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という7)。
このような立場の内務省・司法省は1935年以降，治安維持法発動によっ
て取締りを強めていくが，それは治安維持法の改正というさらなる取締り
強化へと連続していく。
1941（昭和16）年に治安維持法が改正され,「類似宗教」運動を規制す
ることも明確に打ち出される。それに関連する条項は第７条である（第８
・９条はその罰則規定)。次に示そう。
第七条 国体ヲ否定シ又ハ神宮若ハ皇室ノ尊厳ヲ冒涜スべキ事項ヲ流
布スル事ヲ目的トシテ結社ヲ組織シタル者又ハ結社ノ役員其ノ他指
導者タル任務ニ従事シタル者ハ無期又ハ四年以上ノ懲役ニ処シ情ヲ
知リテ結社ニ加入シタル者又ハ結社ノ目的遂行ノ為ニスル行為ヲ為
シタル者ハ一年以上ノ有期懲役ニ処ス
第７条で注目されるのは,「国体」の「変革」ではなく「国体」の「否
定」とある点である。つまり，記紀を主とする神話の神々（｢国体」を保
証している）とは異質な神（神々）を奉じる宗教は，必然的に「国体」を
「否定」することになるのである。こうして，改正治安維持法が宗教教義
にも厳しく適用されるのであった8)。
２.「類似宗教」という用語
前述したように，文部省宗教局通牒が契機となり「類似宗教」という用
語が慣用されるようになったといわれる。文部省宗教局通牒発宗第11号
「宗教及之ニ類スル行為ヲナス者ノ行動通報方ノ件」(1919年３月３日）
は次の通りである。
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神仏道基督教等ノ教宗派ニ属セズシテ宗教類似ノ行為ヲナス者及神仏
道基督教ニ属スル宗教々師ノ行動ニシテ公安其他風俗等ニ関シテハ特
ニ注意ヲ要スル者有之候節ハ御調査ノ上其都度御通報相成様致度依命
此段及通牒候也
この通牒の「宗教類似」なる語句が「類似宗教」となったと考えられる｡
「類似宗教」という用語は,「専ら非公認宗教を指称し，時に新興，擬似
の意味に於て使用せられ来つた」ようである｡「在来の用語例」は主とし
て「行政的取締上の慣行に出でたるに過ぎな」かったという9)。
ここからは次のようなことがわかる。すなわち，その後において文部省
は，同省宗教局が所管しない団体（非公認宗教団体）を宗教行政の枠内に
取り込もうとするが，その過程で「専ら非公認宗教を指称」する「行政的
取締上の慣行」となっていったと理解できよう。法令で規定された用語と
いうわけではない。
しかしながら，文部省は「類似宗教」を宗教行政の枠内に取り込む過程
で，1939年公布の宗教団体法において宗教結社制度を導入した。この制度
を目指すことにより，公認団体か非公認団体かの区別はあまり意味をもた
なくなっていた。
一方で，内務省・司法省は1935年以降，治安維持法発動による宗教「殲
滅」政策を推進する立場を取っていく。文部省とは異なる立場であるが，
司法省は「類似宗教」概念を変質・拡大させて公認団体にまで触手を伸ば
していた10)。それゆえ，1942年に司法省刑事局により出された「類似宗教」
の定義は次のようになっている。
すなわち，宗教の「正邪判断」の基準に関して，その根本理念は,「民
族的信念たる皇道精神（｢国家皇室を中心とする臣民道」を指す＝引用者）
に基礎を求め」ることを前提とする。それゆえ,「類似宗教とは外見上常
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に礼拝等の如き所謂宗教的行為を随伴するも，該行為の本質を形成する教
義其の他に於て，国家，社会の安寧秩序を害し又は害するあるものである」
と定義している。さらに加えて,「(一)当該宗教の公認，非公認或は既成，
新興の如何を問はず｣，また「(四)苟くも，其の本質に於て治安維持法，
其の他の特別法を包摂する広義の刑法の対象となるもの」であると理解さ
れねばならない，とまで言及するのであった11)。
要するに，司法省でも「類似宗教」概念を再構築するに際して，公認団
体と非公認団体という所管の区別による従来の基準を退けて，国体観念に
もとづいた治安重視の定義を打ち出すまでに至ったわけだ。
したがって,「内地」において1930年代中盤は「類似宗教」概念が大き
く揺らいだ時期であり,「公認宗教｣，｢類似宗教」(＝非公認宗教）の区別
が曖昧になった時期であったとする見解12) に，筆者も首肯するのである。
それでは，朝鮮の1930年代中盤やそれ以降はどうだったのだろうか｡
「類似宗教」概念の内容については次節以降で検討することにして，ここ
では「類似宗教」概念に関わる用語について整理しておく。
朝鮮では，法令で「宗教類似ノ団体」(布教規則第15条）なる語が用い
られた。この法的な用語にもとづき，行政用語として「宗教類似団体」が
その主管部署である警務局の治安状況報告書で使用されている。その後，
1920年代に「内地」で「類似宗教」の語が用いられてきたことと関連があ
ると考えられるが，1920年代後半の朝鮮総督府警務局の治安状況報告書13)
でも「類似宗教」が「宗教類似団体」の略語として使用されている。
さらに，1935年に朝鮮総督府調査資料（『朝鮮の類似宗教14)』）で書名や
本文での用語に「類似宗教」が用いられてからは,「類似宗教」が治安状
況報告書以外でも使用され出したようである。たとえば，新聞報道では
『京城日報』や『毎日申報』(『毎日新報』）で,「邪教」｢迷信団体」など
の表現が同時期からは「類似宗教」に代わっていることを確認できる（言
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論・出版での用例については別に論じる必要がある)。
３．朝鮮での「類似宗教」に関わる法令
大韓帝国期に制定された保安法（法律第２号，1907年７月）は,「朝鮮
ニ於ケル法令ノ効力ニ関スル件」(制令第１号，1910年８月29日）により
併合後も効力を有した。第１条は次の通りである（併合前は,「朝鮮総督」
ではなく「内部大臣｣)。
第一条 朝鮮総督ハ安寧秩序ヲ保持ノ為メ必要ノ場合ニ結社ノ解散ヲ
命スルコトヲ得
保安法は朝鮮人を対象とした法令で,「内地」の治安警察法（法律第36
号，1900年。集会・結社，さらには労働争議・小作争議などを取締まる治
安法として運用された）の必要な条項だけを借用した「縮約」版であった
といえる。参考までに治安警察法の第１条を示しておこう。
第一条 政事ニ関スル結社ノ主幹者(支社ニ在リテハ支社ノ主幹者)ハ
結社組織ノ日ヨリ三日以内ニ社名，社則，事務所及其ノ主幹者ノ氏
名ヲ其ノ事務所所在地ノ管轄警察官署ニ届出ツヘシ其ノ届出ノ事項
ニ変更アリタルトキ亦同シ
この治安警察法第１条は，政治的結社の届出制に関する規定である｡
「内地」においては，新宗教団体も届出を出して許可されていた。しかし，
無届けの場合は秘密結社として取締りの対象とされたのである（第14条
「秘密ノ結社ハ之ヲ禁ス｣)。
朝鮮の保安法第１条規定は届出制ではないが，朝鮮人による政治的結社
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は存在を許されなかった。秘密結社に対しても保安法による取締り・弾圧
が加えられた。なお，３・１独立運動以後は,「政治ニ関スル犯罪処罰ノ
件」(制令第７号，1919年４月）や治安維持法（法律第46号，1925年）が
治安法として追加されている15)。
以上から，保安法施行後において，治安当局が宗教団体の組織（宗教的
結社）を許可していない場合は地下に潜伏し，発覚したときに保安法第１
条により「解散」を命じられた可能性がある（今のところ未確認)。また,
宗教的結社（組織を許可されていた団体）で「安寧秩序」を乱すと判断さ
れた場合も，同様に「解散」させられることになる。したがって,「安寧
秩序」を乱すと判断されない宗教的結社のみが存続を許された。ただし，
宗教的結社は警察当局の取締り対象であったため，違法と見なされる行為
に対しては個別に法令が適用されたと考えられる。
一方で，既成宗教団体に対しては法的にどのような位置づけをしていた
のであろうか。朝鮮総督府の宗教行政に関わる法令として，布教規則（総
督府令第83号，1915年）を検討してみよう。
布教規則の第１条でいわゆる公認宗教が定められている。公認宗教が成
文化され,「神道」(いわゆる教派神道),「仏道」(｢内地仏教」と「朝鮮仏
教｣),「基督教」と定められたのである。
第一条 本令ニ於テ宗教ト称スルハ神道，仏道及基督教ヲ謂フ
公認宗教の総督府内での主管部署は，学務局宗教課（1932年より同局社
会課，1936年より同局社会教育課，以下略)である。神社は「内地」同様
に「神社非宗教論」の立場から，内務局地方課（その立場により1925年に
学務局宗教課から移管された。1941年より司政局地方課，1943年より総督
官房地方課）であった。
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また，注目されるのは第15条の規定である。第15条で非公認の団体は
「宗教類似ノ団体」と規定され，総督府内では警務局が主管し，警察当局
による取締りを受けた。
第一五条 朝鮮総督ハ必要アル場合ニ於テハ宗教類似ノ団体ト認ムル
モノニ本令ヲ準用スルコトアルヘシ
前項ニ依リ本令ヲ準用スヘキ団体ハ之ヲ告示ス
この「宗教類似ノ団体」という用語は形式的に非公認団体を指していて，
その意味において「内地」で1919年に生まれた「類似宗教」概念の先駆的
な使用といえ，しかも条文に明記されている。
また第15条は,「宗教類似ノ団体」を布教規則の定める「宗教」として
公認する道を開いた規定としても注目される。その意図には,「内地」に
おいて国家が教派神道教団を公認し，体制への協力・妥協を引き出した背
景があるものと考えられる16)。しかしながら，結局のところこの第15条規
定が適用されて公認宗教となる（布教規則が「準用」される）｢類似宗教」
の団体は現れることがなかった。
その根拠として，総督府機関誌に掲載された論説の,「朝鮮に於ける信
仰団体中法令に依り宗教と称せらるゝものは神道，仏道及基督教の三つ
である。尤も宗教類似の団体と雖必要ある場合は之を指定し公認宗教と
するの道は開かれて居るが未だ公認されたるものは一つもない17)」(1940
年）という記述をあげることができる。その後においても,『朝鮮総督府
官報』の「彙報」欄における「布教届」を見る限り，公認された「宗教類
似ノ団体」はなかったといえる。
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４．布教規則における「宗教類似ノ団体」
本節では布教規則第15条の解釈に関して，次節では保安法の適用に関し
て，それぞれ研究史における議論を取りあげながら18)，それぞれについて
筆者の見解を述べていく。その作業を通じて，総督府が抱いていた「類似
宗教」概念の推移を跡付けてみたいと思う。
布教規則第15条は前掲した通りである（第１条も)。これに関する議論
を検討するため，趙景達による布教規則の理解を紹介しよう。
（先に保安法や寺刹令，経学院規定，私立学校規則の改定に関する説
明がある＝引用者）
しかし，新興宗教の取り締まりは不十分であったので，布教規則（一
九一五年八月）を発布して，宗教を神道・仏教・キリスト教に限定し
（第一条)，その他の宗教は「宗教類似ノ団体」と規定した場合のみ
本規則を準用するとした（第一五条)。これは公認しない新興宗教を
弾圧する根拠となるものであった19)。
（次は註からの引用＝引用者）
「宗教類似ノ団体」と規定されて布教規則を「準用」されたという意
味での公認教団はいくつもあった20)。
以上のような理解をもとに第15条に関わる論点を整理してみよう。趙景
達は，第１条に規定された宗教以外は「｢宗教類似ノ団体」と規定した場
合のみ本規則を準用する」と解釈する。そのため,「宗教類似ノ団体」と
規定されて布教規則を「準用」され」ることもまた,「公認」(第１条規定
による「公認宗教」とは区別しているが）だとして論を展開している。
この論点に関しては，まず第１条に規定された宗教以外は「｢宗教類似
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ノ団体」と規定した場合のみ本規則を準用する」という解釈に誤りがある。
第15条の「宗教類似ノ団体ト認ムルモノ」という表現は,「「宗教類似ノ
団体」と規定した場合」という意味ではない｡「宗教類似ノ団体」とは，
後に「内地」で生まれ慣用される「類似宗教」概念と同様に，形式的に宗
教行政の所管外である非公認宗教団体を指していると考えられる。そうな
らば，非公認宗教団体と「認ムルモノ」となるため，保安法第１条規定
（｢朝鮮総督ハ安寧秩序ヲ保持ノ為メ必要ノ場合ニ結社ノ解散ヲ命スルコ
トヲ得｣）により，当局の了解を得て結社として存続を許されている宗教
団体を意味してくるのである。
なお,「公認」に関して当局に認められるという程度の広義の意味（狭
義の「公認」とは，宗教行政の所管団体を公認宗教団体とする意味におけ
るもの）で使用されている治安当局の資料もないわけではないため,「公
認」に関して誤解を生じやすいと思われる。
たとえば，趙景達は高等法院検事局の資料から,「東学系の天道教或い
は侍天教又は仏教系統，儒教系統のもの等当局から公認せられて布教して
いるもの以外は，全部所謂密教として地下に潜入して布教せられている現
状である21)」と引用し,「｢宗教類似ノ団体」と規定されて布教規則を「準
用」されたという意味での公認教団はいくつもあった」という主張の根拠
としている。
しかしながら，筆者は「公認せられて布教している」(引用箇所）とい
う「公認」は，高等法院検事局での誤用であると考える。つまり，保安法
第１条規定により結社として宗教団体の組織を許されて,「宗教類似団体」
と認められたことを誤って「公認」と記したわけである。いうまでもなく,
「内地」では宗教団体に関して「公認」といえば宗教行政所管の団体を指
した用語である。それは朝鮮でも同じであって,「公認せられて布教して
いる」という表現は正確な記述とはいえない。
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それでは,「公認せられて布教している」と誤用された背景には何があ
るのだろうか。そこには,「秘密布教」ではない「布教」を強調する意図
が読みとれると考えている。なぜなら，同時期の治安状況を記した朝鮮総
督府警務局『昭和16年12月 第79回帝国議会説明資料』(1941年）による
と22)，当時の朝鮮総督府警務局では,「秘密布教事件」や「秘密布教宗教
類似団体検挙表」のように，当局が把握していない布教活動を「秘密布教」
として取締りを強化していたことがわかるからである。
以上から，第15条の「宗教類似ノ団体ト認ムルモノニ本令ヲ準用スルコ
ト」とは，宗教行政所管の団体となるという意味での「公認」と解釈しな
ければならない。この解釈は，前節で根拠として提示した資料（総督府機
関誌の論説）との間に齟齬を来すものではない。同資料の言葉を用いるな
らば,「本令ヲ準用スルコト」とは，すなわち「宗教類似ノ団体」をして，
宗教行政所管の「公認宗教とするの道」を意味していたのである。
５．保安法第１条による取締りの推移
（１）研究史での議論
次は保安法第１条の適用に関して，前節同様に研究史における議論を示
しながら検討してみよう。なお，保安法の第１条は前掲したのでここでは
省略する。
研究史を振り返るに，趙景達は新宗教弾圧における保安法の位置付けを
次のようにおこなっている。
植民地期を通じて保安法は，新興宗教弾圧に最も有効な法令として機
能したが，たとえ新興宗教が当局に迎合して公認を得たとしても，そ
の取り消しどころか，いつ解散を命じられるか分からない状況に変わ
りなかったのである23)。
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新宗教が「公認を得」るという箇所は訂正を要する（前節を参照)。こ
の記述において,「いつ解散を命じられるか分からない状況に変わりなか
った」という箇所に至る文脈から,「最も有効な法令として機能した」の
は，とくに第１条における結社取締り規定を指しているものと判断できる。
確かに保安法の第１条規定（いわば結社への解散命令）が，植民地期を
通じて新宗教取締りの大前提であり続けたことには違いない。ただし，そ
の大前提の下で主として適用される法令やその推移を確認・分析すること
は必要であるだろう。なぜならこの作業は,「類似宗教」概念自体の推移
を明らかにすることにつながると考えるからである。
このような問題意識を念頭に置いて，保安法第１条規定について考察を
進めよう。保安法第１条規定による結社の取締りという方式で，植民地初
期よりおこなわれていた新宗教の取締りは，時期により程度・質の差違は
あるものの，植民地期において一貫していたということができる。次はこ
れについて論証する。
（２）３・１運動以前
1919年の３・１独立運動は保安法第１条規定による取締り方針に転換を
もたらした。1922年当時の治安状況を伝える治安当局の報告書は,「集会
結社ノ取締方針」について次のように述べている。
大正八年八月制度改正後ハ従来ノ結社並集会ニ対スル制限的取締方針
ヲ緩和シ結社集会ノ自由ヲ容認スルト共ニ安念秩序ヲ紊乱スヘキ不穏
過激ノ言動アル者ニ対シテハ厳重ニ取締ヲ実施スルコトトセリ24)
この資料から，３・１運動以前は結社（および集会）に対して「制限的
取締方針」を取っていたことがわかる。しかし，３・１運動後に始まる文
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化統治期にはその方針を「緩和」している。そして,「結社集会ノ自由ヲ
容認」する飴の部分とともに,「安念秩序ヲ紊乱スヘキ不穏過激ノ言動ア
ル者ニ対シテハ厳重ニ取締ヲ実施スル」という鞭の部分が見出され，両者
の使い分けをする方針に転換していることがわかる。
これを「宗教類似団体」としての結社に当てはめてみるなら，同じ治安
状況報告書の次の箇所が参考になる。
従来天道教，侍天教其ノ他数種ノ宗教類似団体及社交並娯楽団体ノ外
殆ント結社ノ組織ヲ許ササリシ既定ノ方針ヲ更メ大正八年十月以降集
会結社ノ自由ヲ容認スルヤ政治，思想，労働関係其ノ他各種青年会等
ノ結社族生シ大正九年末ニハ其ノ数九八五ヲ算シ越ヘテ大正十年末ニ
ハ各団体ヲ通シテ一躍二，九八九ニ激増シ大正十一年ニ入リテハ前年
ニ比シ僅ニ増加ヲ見タルモ大体ニ於テ前年ノ趨勢ヲ維持シ三，〇〇二
社アリ（後略)25)
この資料により，３・１運動以前において，前述したような結社に対す
る「制限的取締方針」の下で，天道教，侍天教，その他「数種」の団体の
みが,「宗教類似団体」として結社の組織を許可され「宗教類似団体」と
認められていた事実を知ることができる。その他の非公認宗教団体は「宗
教類似団体」と認められていないので，地下に潜伏して活動をしていたわ
けである。また解散という可能性も考えられるが，そのような団体の存在
については資料の制約のため確認できていない。
（３）３・１運動以後
しかし，３・１運動後において結社・集会の「制限的取締方針」の「緩
和」にともない，結社が「族生」(前記報告書）することになる。その状
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況を知るために，３年間における結社数全体の推移を示すと，1920年は
985に増え，1921年には2,989に「激増」し，1922年にも前年の「趨勢ヲ維
持」して3,002となっている。
さらに，前記報告書に掲載の「第一表 大正九年・大正十年・大正十一
年（九月末日） 朝鮮人団体調査比較表」によると,「宗教類似団体」項
目（全部で16項目）における結社数の３年間の推移が数字で示されている。
すなわち1920年は345，1921年は1,397に激増し，1922年は1,245となり，
いずれの年も16項目中で最多でかつその数が極めて多い。しかも３年間と
もに，結社全体の中でも大部分を「宗教類似団体」の結社が占めているの
である。これらの結社は数の多さゆえに，取締りの観点から，宗教団体個々
ではなくて布教所などの組織が許可されたものと考えられる。
ちなみに２番目に多い項目は「青年会」で，順に251，446，488である。
３番目は「宗教関係青年会」で，順に98，226，271となっている。
以上のように「宗教類似団体」の結社数が増加したということは,「宗
教類似団体」自体が増加したためと理解できる。それを確認しよう。
３・１運動以前の「宗教類似団体」は，前述したように天道教，侍天教，
その他「数種」の団体のみであった。ところが，３・１運動後の1927年に
は,「天道教，侍天教，(中略）大宗教アリ其ノ他大小三十余ノ団体アリテ
其ノ数実ニ五十余個ニ及ヘルモ……」というように，天道教以下50余りの
「宗教類似団体」があったという26)。３・１運動後における結社・集会の
「制限的取締方針」が「緩和」されて増えた数字の延長上にあることは確
かである。
その後，1934年までに「緩和」の方針が続いたと考えられ27)，1932年末
現在の団体数が61で28)，1934年８月現在の団体数は73であった。後者の数
字は，1935年に発表された前掲『朝鮮の類似宗教』における調査の結果で
ある（目次による)29)。この調査資料が出されるまでは，管見の限り1930
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年代前半の警務局の治安状況報告書において，天道教，侍天教，普天教以
外の「宗教類似団体」について,「特記｣」すべきものがないという認識に
立っていたことがわかる。たとえば1933年の報告書では,「東学の鼻祖崔
済愚（号水雲）より出でたる天道教，侍天教の一派と，道教の流を汲む吽
教の姜一淳（号甑山）を祖とする普天教等最も勢力を有し，他の各教派
には特記すべきものなし」という報告がなされていた30)。
ただし筆者の見解は,『朝鮮の類似宗教』以降に「宗教類似団体」取締
り「緩和」の方針がまた厳しい方向へと転じるというものである。これに
関しては次の第６節で後述する。
ところで，普天教は1922年２月に「普天教真正院」という看板を掲げて
「普天教宗旨」を声明したが，これをどう解釈すべきだろうか31)。1934年
の慶尚北道警察部資料によると，普天教は従来「秘密主義ヲ信条トシ」て
いたが，1922年に「秘密主義ヲ改メ普天教ト改称シ現在ニ至ル」とある32)。
治安当局の立場からこれを解釈すれば,「秘密主義」を改めたので結社と
して認められて普天教と「改称」し,「宗教類似団体」の一つとなり現在
に至っているという内容となる。なお，治安当局が「宗教類似団体」取締
り「緩和」の方針に転換して間もない時期のことである。
以上，結社・集会の「制限的取締方針」が「緩和」方針へと転換したこ
とを中心に述べてきた。このような方針の転換は，法令レベルでいえば保
安法第１条規定の適用が「緩和」されたことを意味するので，この規定以
外の法令の適用がどうであったのかを知る必要が生じてくる。
これを探るために，明治期に「内地」で確立された新宗教（｢類似宗教｣）
に対する対応パターンを振り返ってみよう。この対応パターンは新刑法下
において，教義には不敬罪（後に治安維持法も加わる）で，日常行為には
警察犯処罰令（旧刑法では違警罪）でというものであった。
新刑法（法律第45号，1907年）は，朝鮮でも朝鮮刑事令（制令第11号，
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1912年）により依用されている。治安維持法（法律第46号，1925年）もま
た,「治安維持法ヲ朝鮮，台湾及樺太ニ施行スルノ件」(勅令第175号，
1925年)により，朝鮮に施行されていた。それから，朝鮮において警察犯
処罰令に対応する法令には警察犯処罰規則33) があり，これは併合直後の
1912年に制定されている。
1930年代前半の時期に総督府の警務局で，天道教，侍天教，普天教以外
の団体は「特記すべきものなし」と報告していたことは前述したとおりで
ある。よって，取締りの「緩和」方針が反映されるその他の団体が，ここ
での主な対象となることを先に断わっておく。
前記の対応パターンに則れば，朝鮮ではまだ「宗教類似団体」の教義面
への取締り方針を確立していなかったので，取締りの中心は日常的な宗教
行為に対する警察犯処罰規則の適用となり，他は個々の「犯罪」事例にし
たがって当該法令が適用されていたものと推測できる。また，教義に対す
る適用法令のパターンは1935年以降に確立されていくという見解をもって
いる。これに関しては，次節以降で検証してみたい。
６．保安法第７条と終末思想
（１）終末思想を危険視
前掲した総督府調査資料の『朝鮮の類似宗教』(1935年）では,「解散」
か「出直し」(＝改宗）という対策案が判断材料として提示されている。
この対策案はそれが受け入れられる時期的な背景があり，それは1935年に
２度にわたり発表される国体明徴声明であった。これを機に，心田開発運
動34) において排除すべき対象も検討材料として重要な意味をもつようにな
る。
そもそも心田開発運動の開始以前から，とくに農村振興運動では近代主
義的立場から弊害をもたらす「迷信」行為は「迷信打破」の対象とされ，
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その取締りは警察当局が警察犯処罰規則によりおこなってきた。そこへ
「心田開発」が叫ばれ始め,「内地」では1935年に２度の国体明徴声明に
続いて12月８日には第２次大本事件による検挙が始まった。
この状況を受けて，警察当局は普天教の解散を計画し始める。1935年12
月の『東亜日報』記事（日本語訳は筆者）には次のように書かれている。
なお，[ 〕内は筆者による補足説明である。
（中略）警務局では全北〔全羅北道，普天教の本部が存在する〕警察
部を指揮して，大本教によく似て井邑に根拠を置く普天教を徹底的に
掃討せんと，その方針を研究協議中にあるという。
すなわち，普天教の車京錫〔石〕は出口王仁三郎〔大本教の聖師〕
のように不敬な名前と，いわゆる住宅の内部名目までも宮中のものと
似たように名付け，またいわゆる教材なども怪しげな物が不敬を極め
ているというのである。
（中略）民衆を愚弄して惑世誣民する行動の他に，不敬な言動と行
動などが少なくないために，大本教に鉄槌を下したのと同じ方法で，
遠からず全朝鮮的に大鉄槌が下されることになるという。
そのため，警務局宗教類似団体係では，総鉄槌令を前にして万般準
備を整える最中にあり，全北警察部は警務局と連絡して内査を隠密に
しているという35)。
普天教の活動や弾圧に関しては先行研究36) が詳しいので，ここでは警務
局で第２次大本事件の直後から普天教の解散を計画していた事実だけを指
摘しておきたい。
同年12月下旬には『毎日申報』の記事37) が次のように報じている。□は
判読不明文字，[ 〕内は筆者による補足説明である。
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……この運動〔心田開発運動〕を明年からより徹底させることになり，
まず心田開発運動に対して色々と弊害が多かった民心を惑わす迷信団
体を徹底して取締ることになった。
すなわち内務省では現存していた迷信団体を取締るために，警察犯
処罰規則〔｢内地」故に正しくは警察犯処罰令〕を補強することにな
った。朝鮮では，これよりも心田開発運動の徹底的な□□のために迷
信団体を取締る。そのために，寺刹の托鉢僧を統制し,「人の吉凶禍
福をくじで判断したり，病気を治すといって祈祷をし医薬を使えなく
する者」を処罰するという警察法38) の条文を活用するようである。こ
れを活用することにより，朝鮮にある迷信団体も遠からず撲滅される
だろうという。
ここからわかることは，警察当局は「朝鮮仏教」の「托鉢僧」を統制す
るとともに,「吉凶禍福」を説く行為や，医療を妨げる治病行為をおこな
っている「迷信団体」を「撲滅」するために，警察犯処罰規則の当該条文
の適用を徹底していく方針を打ち出していることだ。やはり大本教への弾
圧を考え合わせると,「淫祠邪教」と見なされてきた「宗教類似団体」の
中でも普天教は解散に向けた特別な取締り対象であった。そして他の団体
に対しては，この段階ではまだ，警察当局が「迷信団体」との認識で警察
犯処罰規則の適用を徹底していく方針であったようである。
ところが，翌年の1936年１月15日に心田開発運動の具体的大綱が公表さ
れると，警察当局は普天教だけでなく,「宗教類似団体」全般に対する取
締りをより一層強化する方針を取ることになる。６月の『毎日申報』の記
事39) はそのことを次のように報じている。
朝鮮でも「大本教撲滅を完了した警務当局では，心田開発運動の順調な
る発展を助長」して,「真摯な精神運動を阻害する宗教類似団体を順次整
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理することが緊要であること」を認めた。６月29日から３日間にわたり開
かれる各道警察部長会議に,「協議小項として提案し，各道警察部長の意
見を求め，具体策を樹立することになった」という。
この報道の直後に普天教が解散に追い込まれている。これを機に弾圧の
手は他の団体へも伸びていくことになる。解散であるから保安法第１条規
定が適用され,「安寧秩序ヲ保持」するうえで支障を来す結社と見なされ
たことになる。解散後の「改宗40)」に日本の仏教教団が協力したり，しか
もその「改宗」が偽装改宗であったりするケースも確認できる41)。
以上から，調査資料『朝鮮の類似宗教』の発表や心田開発運動を契機に，
警察当局では「宗教類似団体」に対して,「国体｣・植民地支配に反抗する
終末思想を危険視する認識42) で臨んでいた事実を知ることができる。
（２）終末思想には第７条
では，このような教義における終末思想を取締るに際して，どのような
法令を適用していくのだろうか。筆者は保安法第７条であると考えている。
ここで第７条を示しておく。
第七条 政治ニ関シ不穏ノ言論動作又ハ他人ヲ煽動教唆或ハ使用シ又
ハ他人ノ行為ニ関渉シ因テ治安ヲ妨害スル者ハ五十以上ノ笞刑十箇
月以下ノ禁獄又ハ二箇年以下ノ懲役ニ処ス
この保安法第７条は,「宗教類似団体」における終末思想の色彩が濃い
教義に対して適用されたといえる。たとえば，金剛大道（『朝鮮の類似宗
教』では「金剛道｣）は，幹部に語られた予言や歌舞までが保安法第７条
にある「政治ニ関スル不穏ナル言動」として認定されるという理由で，教
主が1945年１月に大田地方法院で有罪判決を言い渡された（1941年12月に，
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すでに保安法第７条違反容疑で教主・幹部ら53名が検挙され，教主は１年
後にようやく釈放されていた)。この予言と歌舞は,『鄭鑑録』の影響を受
けた内容である｡『鄭鑑録』の予言は，李氏の王朝が亡んだ後に真人の鄭
氏（新王）が出現して鶏龍山に新王朝を建設するというものであり，その
予言の地はシンドアン（＝新都内）と呼ばれた。
警察当局の立場では，予言と歌舞は次のような内容であったとされる。
すなわち予言は，1939年に総本部の客室で幹部２名に対して,「……昭和
十七，八年鄭氏ノ登極ニ際リテハ高位高官ニ就キ教主ハ鄭氏ノ国師トシテ
迎ヘラレ自己ノ妹春丹ハ鄭氏ノ王后ト為リ右新世界ノ開闢ニ際リテハ……」
と語られたという。また，歌舞に関しては,「鄭氏登極新国家実現ノ機切
迫セルヲ歓喜祝福センコトヲ標榜セル興気道徳歌ナルモノヲ唱和シツツ舞
踊ヲ反覆シタ」とされる43)。
これらの予言と歌舞の内容は，忠清南道警察部が公判のために準備した
「事実」であった。これら２つの「事実」が，保安法第７条にある「政治
ニ関スル不穏ナル言動」として認定されるという理由で，教主は1945年１
月８日に有罪判決を言い渡されたわけである44)。
７．保安法第７条による取締り
（１）｢秘密布教」の取締りへ
それでは，心田開発運動以降の（具体的には1936年１月15日に心田開発
運動の具体的大綱が公表されてからの)，｢宗教類似団体」の取締り状況を
概観していこう。
1938年の『京畿道の教育と宗教45)』によると，総督府の御膝下・京城が
ある京畿道における「宗教類似団体」数は，1932年12月末現在（以下各年
とも同様）が27団体，1933年が31団体，1934年が24団体，1935年が19団体
と，1930年代前半には横ばいか少し減る傾向にあった。それが1936年には
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いきなり５団体に減じていて，数字の上では14団体が解散に追い込まれた
ことがわかる。
これに関して同資料には,「……特に最近邪教の徹底的取締に伴ひ昭和
一一年十二月末現在其の団体数は僅か五に減じたり」と説明されている。
つまり,「昭和一一年」すなわち1936年中に「邪教の徹底的取締」が実施
され，京畿道では「宗教類似団体」のうち14団体が解散させられたという
ことである。残った５団体のうち，１団体は日本人のみからなるもので
（聖天教)，他の４団体は朝鮮人のみの団体である。これら４団体は天道
教新派，侍天教，人天教，正道教であった。
この時期における取締りは，やはり保安法第１条規定にもとづき解散に
追い込むことが中心であったようだ。では，その翌年の1937年はどうであ
ろうか。
1937年２月にいわゆる白白教事件が発覚した。この時，取締りを逃れて
地下に潜伏していた白白教の所在を情報提供によって知った警察当局は，
白白教関係者100人と人天教関係者10人を検挙した。検挙後の取り調べに
より，白白教内部において300人余りという大量殺人（教主の全龍海と幹
部たちの手によるものとされる）があったことが発覚して，総督府や警察
当局に衝撃が走ることとなる46)。
これを機に,「宗教類似団体」に対する取締り方法が,「秘密布教」の発
見へと重点が移っている。前述したように，警務局では当局が把握してい
ない布教活動を「秘密布教」として取締りを強化することになる。この
「秘密布教」に的を絞った取締りは1937年発覚の白白教事件以降のことで
あり，1937年の治安状況報告書47) でも「秘密布教」という用語で取締り強
化を説明している。
それによると,「秘密布教」の発見とは，白白教のような「此種不穏類
似宗教ニ対シ全鮮ニ亘リ徹底的剔抉ノ歩ヲ進メタル結果」という意気込み
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で，発覚した事件には当該法令の適用による処罰をなし，必要ならば信徒
・団体を「脱教」や解散へと追い込むという方法であった。したがって，
この時期の「類似宗教」概念としては，結社として認めていく「緩和」方
針はすでに過去のこととなり,「秘密布教」の有無が正邪の基準となり治
安最優先の取締り対象になっていたといえる。それゆえ,「秘密布教」を
おこなう団体を警務局では「秘密宗教類似団体」と称するようになる。
前掲の治安状況報告書には，1937年中に検挙された事件を列挙した「秘
密宗教類似団体検挙表」が掲載されていて，それを見ると事件数は計47件
である。その内，処罰や起訴，判決での適用法令がわかる事例が18件あり，
警察犯処罰規則が最多の12件，保安法第７条が２件（うち１件は詐欺罪も)，
治安維持法が１件，制令第七号（｢政治ニ関スル犯罪処罰ノ件」制令第７
号，1919年）が１件，詐欺罪が１件，医師規則が１件であった。
他に「脱教｣・解散が10件,「取調中」が９件,「捜査中」等が５件,「送
局」(送検に相当）が４件,「検挙見合ハセ中」が１件ある。中でも注目さ
れるのが,「取調中」９件の中で「事件ノ概要」を見る限り保安法第７条
違反と考えられるものが５件あることである。たとえば「朝鮮ノ独立ヲ標
榜スル秘密潜在ノ疑アルモノナリ」(９月６日検挙事件）という内容であ
る。
ここにおいて,「秘密布教」取締りを実施する中で，教義を主対象とす
る取締りを保安法第７条でおこなっている事例を見出すことができるのだ。
このような警務局の取締り方針は，翌年の1938年になってより明確に打ち
出されている。
尚宗教類似団体にして密に鄭鑑録其の他の予言書に基き朝鮮の独立を
説き入教者は独立後高位高官に就き幸福を享受すべし等の言辞を弄し
て民衆の無智に乗じて私利を図るが如き事例多きを以て客年来特に之
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が取締を厳行中なるが本年中十月末迄に於ける検挙状況別表の如し48)。
この資料には，教義を主要対象にして取締る立場での表現として,「予
言書に基き朝鮮の独立を説」き,「入教者は独立後高位高官に就き幸福を
享受すべし等の言辞を弄」することが記されている。つまりこれは「国体」
・植民地支配に反抗する終末思想の当局側の表現であり，それを危険視し
て，１年前の1937年以来取締りを厳しくしていることがわかる。
また，資料中に「別表」とあるのは同資料掲載の「秘密宗教類似団体検
挙表」(1938年１月～12月）のことである。この表によると計16件の事件
があり，そのうち終末思想に関わる保安法第７条違反が９件になる。なお
９件中，詐欺，陸軍刑法，不敬罪も適用された事件がそれぞれ１件ずつあ
る。また，黄極教に関わる１件は「治安法違反」とあるので，これは「保
安法違反」の誤記と判断した。
その他は，警察犯処罰規則の適用が２件，治安維持法違反が１件,「取
調中」が１件,「精神病者」が１件，不明が１件であった。
（２）宗教団体法施行後の取締り状況
ところで，翌年の1939年には「内地」で宗教団体法（1939年４月制定，
1940年４月施行）が制定されるが，朝鮮では総督府はこれを施行しないで，
布教規則の規定を引き続き適用していたと考えられる。なぜなら，拓務省
『内外地法令対照表49)』という「内地」法令と「外地」法令を対照した表
によれば,「内地」の宗教団体法に対応する朝鮮での法令は同法ではなく
て布教規則になっている（ただし1941年９月現在)。加えて，その後も
『朝鮮総督府官報』の彙報欄には，布教規則に則り総督府に提出された
「布教届」が掲載されているからである。
宗教団体法が制定された際に，朝鮮の特殊事情を踏まえて総督府では当
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初この施行を保留することに決めていた。その時には「内地」のように，
宗教行政が公認団体・非公認団体を一括統制するという目的はなかった。
むしろ保留する代わりに布教規則を一部改正して,「類似宗教」の取締り
を強化する。そして，公認団体に関しても仏教・キリスト教の布教師・伝
道師の届出制を改め，許可制にするという案が検討されていた50)。つまり，
布教規則を改正して公認宗教および「類似宗教」の両方とも取締り強化を
図ろうとしていたわけである。
そういう治安重視の状況下で，1941年５月に改正治安維持法（法律第54
号，1941年３月）が施行されることになった。そうなると布教規則の改正
はもはや不要となるので，保留されていた宗教団体法もまた施行されなか
ったものと推測される。
では，この時期における「宗教類似団体」に対する取締り状況の報告資
料51) を参考に，宗教団体法の施行直後から改正治安維持法の施行直後に至
る時期（1940年11月～1941年９月）における検挙事件を分析してみよう。
全部で18件ある中で，保安法第７条違反が３件（起訴)，警察犯処罰規
則が１件，保安法第７条違反と推測される「送局」が１件，保安法第７条
と考えられる「取調中」が８件（内１件は殺人罪もか)，不敬罪が３件
（起訴，内２件は保安法第７条違反もか)，起訴猶予が１件（容疑は不明)，
不明が１件である。ここから，やはり1937年以来の取締りとして,「国体」
・植民地支配に反抗する終末思想を危険視して保安法第７条を適用する方
針が継続していることがわかる。
これらの中で，改正治安維持法が施行された1941年５月以降と検挙時期
が重なる事件は,「取調中」の４件（７月１件，８月３件）である。これ
らはそれぞれ,「朝鮮独立ヲ目的トスル秘密結社」｢救世ノ機至レバ」｢朝
鮮ハ独立ス」｢楽土ヲ建設シ高位高官ニ就クベシ」というように，当局側
の表現ではあるが終末思想の要素が強くが見られる。そして，それに関係
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する「秘密布教」をおこなったとされているので，おそらくは保安法第７
条違反の容疑で検挙されたのであろう。
この短い期間のしかも４件という少ない事例であるが，上記のような終
末思想を帯びた教義を用いる「秘密布教」が，改正治安維持法第７条
（｢国体」の「否定｣）の適用を受けていない事実を確認することができる。
少なくとも改正治安維持法施行直後は，保安法第７条が「秘密布教」の取
締りの中でも特に教義を主対象とする取締りに，引き続き適用されていた
ということができる。
お わ り に
先に，植民地期朝鮮での「類似宗教」概念に関わる用語について整理
しておこう。朝鮮では法的な用語として「宗教類似ノ団体」が用いられ
（1915年から)，これにもとづく行政用語として「宗教類似団体」も治安
状況報告書で使用されていた。1920年代後半の同報告書では，1920年代に
「内地」で「類似宗教」の語が用いられてきたことと関連すると考えられ
るが,「宗教類似団体」の略語として「類似宗教」の使用例が見られる。
そして，1935年の朝鮮総督府調査資料（『朝鮮の類似宗教』）で書名や本文
での用語に「類似宗教」が用いられてからは,「類似宗教」が治安状況報
告書以外でも使用され出したようである。
付け加えるなら,「宗教類似ノ団体」は結社として認められた非公認宗
教団体となるが，それらの中で，布教規則を「準用」されて公認団体とな
ったものはなかったといえる。
次に，朝鮮での「類似宗教」概念の内容を「内地」と比べながら整理し
てみる｡「内地」の文部省では，非公認宗教団体を宗教行政の枠内に取り
込もうとする立場から，1919年以降にこれらの団体を指す語として「類似
宗教」が用いられていった。しかし，文部省はその過程において，1939年
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公布の宗教団体法で宗教結社制度を導入する。この制度を目指すことによ
り，公認団体か非公認団体かの区別はあまり意味をもたなくなっていた。
一方，内務省・司法省は1935年以降，治安維持法発動によってこれらの
団体の取締りを強めていく立場を取っていた。それゆえ，内務省・司法省
と文部省の「類似宗教」概念において共通するのは，1935年以降に「公認
宗教｣，｢類似宗教」(＝非公認宗教）の区別があまり意味をもたなくなっ
たという点である。
1930年代半ばまでの朝鮮では,「類似宗教」概念としては「内地」同様
に非公認団体を意味していた。とくに３・１運動以降の文化統治期には結
社への取締り方針が「緩和」され（結社取締りは保安法第１条規定による)，
「宗教類似団体」として認められる団体も増加している（ただし天道教や
普天教などへの取締りは厳しかった)。この時期の取締りの中心は（天道
教・普天教など以外)，日常的な宗教行為に対する警察犯処罰規則の適用
となり，他は個々の「犯罪」事例にしたがって当該法令が適用されていた
ものと推測される。
ところが，1936年１月15日に心田開発運動の具体的大綱が公表されると，
警察当局は普天教（第２次大本事件を受けて解散させられる）だけでなく,
「宗教類似団体」全般に対する取締りをより一層強化する方針を取ること
になる。そのため，治安重視の姿勢が「内地」に比べより前面に出されて,
「宗教類似団体」に対する取締り強化が徹底されていった。
したがって,「公認宗教｣，｢宗教類似団体」(＝非公認宗教）の区別が明
確なまま継続し，さらには後者における「秘密布教」(当局が把握してい
ない布教活動）を摘発することに重点が置かれていったといえる。たとえ
ば，朝鮮における1937年以降の重点的な取締りとして，終末思想を帯びた
教義の「秘密布教」をなす「宗教類似団体」を，保安法第７条違反で検挙
するという方法が取られていた。ここにおいて，総督府では教義に対する
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適用法令のパターンをようやく確立したといえる。
このような「秘密布教」取締り方法の考え方は，総督府調査資料『朝鮮
の類似宗教』(1935年）によるものだと推測される。同調査資料で判断材
料として提示された対策案は,「解散」か「出直し」(＝改宗）というもの
だった。保安法第７条や他の法令が適用された検挙事件でもいえることだ
が，保安法第１条規定により解散に追い込まれ,「改宗」させられるとい
う事例を見出すことができる（偽装改宗の場合も多かったようだ)。つま
り，警務局を中心とする警察当局が「秘密布教」をなす「宗教類似団体」
を解散させた後，宗教行政を主管する学務局が仏教団体の協力を得て「改
宗」を担当するという仕組みである。これはいわば対公認行政・対非公認
行政の連携体制ということができる。
最後に，植民地期朝鮮における宗教的な存在に対して，総督府がどのよ
うな行政上の分類をなしていたのかについて説明しておく（カッコ内は心
田開発運動が実質的に始動する1936年現在の所管部署，および補足説明)。
わかる範囲で簡単に羅列すると，神社・神祠・無願神祠（内務局地方課)，
公認宗教＝教派神道・仏教・キリスト教（学務局社会課)，｢宗教類似ノ団
体｣・秘密結社（警務局保安課)，｢迷信」(警務局衛生課)，｢儒道」(学務
局社会課，教化団体として）である。
注
1）政策史の立場から朝鮮総督府の対新宗教政策を扱った研究に，拙著『朝鮮
農村の民族宗教 植民地期の天道教・金剛大道を中心に』(社会評論社，
2001年）の第２章「総督府の「類似宗教」観」がある。だが，この研究では
「類似宗教」概念の分析をすることができなかった。
2）管見の限り，植民地期朝鮮における「類似宗教」概念に焦点を絞った研究
はないといえる。
3）牧之内友「戦前期における文部省の宗教政策 「類似宗教」が「宗教結
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社」となるまで」(『北大史学』第43号，2003年11月）は，文部省の宗教政策
として宗教団体法の制定に至る過程を，同法と先だつ２法案の分析により明
らかにしている。そして，文部省と内務省・司法省との間の齟齬を明示した。
この齟齬の内容は，文部省は宗教団体法等で「類似宗教」を宗教行政に取り
込み,「善導」のための「取締」を目指したのに対して，内務省・司法省は
1935年以降，治安維持法発動による宗教「殲滅」政策を推進する立場だった
というものである。
遠藤高志「1930年代中盤に見る「類似宗教」論 「迷信」論との関係に
着目して」(『東北宗教学』第２号，2006年12月）でも，この「類似宗教」概
念の変化に着目して，1930年代中盤の「類似宗教」論を分析することでその
変化を説明している。
4）以上は，井上順孝・他編『新宗教事典』(弘文堂，1990年）の「法と新宗
教」を参考にしながら整理した。
5）前掲の牧之内論文，36頁を参照。
6）『最近に於ける類似宗教運動に就て 昭和十六年度』(社会問題資料研究
会編『社会問題資料叢書』第１輯，1974年）の第１章第１節「類似宗教の概
念」を参照（４頁)。なお，原本は司法省刑事局によって著され1942年に発
行された。
7）前掲の牧之内論文，34・35頁を参照。
8）前掲『新宗教事典』の「法と新宗教」を参照。
9）前掲『最近に於ける類似宗教運動に就て 昭和十六年度』，３頁を参照。
10）前掲の牧之内論文，30頁を参照。
11）前掲『最近に於ける類似宗教運動に就て 昭和十六年度』，５頁を参照。
12）前掲の遠藤論文，98頁を参照。
13）確認できた使用例は，朝鮮総督府警務局保安課『昭和二年十二月 治安状
況』(1927年）に掲載の「結社一覧表」(1927年10月末現在)，および朝鮮総
督府警務局『昭和五年十月 治安状況』(1930年）に掲載の「各種結社一覧
表」(1929年12月調）である。なお，朝鮮総督府警務局『大正十一年 朝鮮
治安状況 其ノ一 鮮内』(1922年）と朝鮮総督府警務局『大正十三年十二
月 治安状況』(1924年）に掲載された同種の表には，略語ではなくて「宗
教類似団体」となっている。
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14）村山智順『朝鮮の類似宗教』朝鮮総督府調査資料第42輯，1935年
15）保安法と治安警察法との対照は，水野直樹「治安維持法の制定と植民地朝
鮮」(『人文学報』[京都大学人文科学研究所〕第83号，2000年３月）を参考
にしながら整理した。なお，同論文は主として，治安維持法制定以前の時期
における朝鮮の治安法令の問題，治安法令制定の試みを検討し，治安維持法
制定にあたって植民地の問題がどのように意識されていたのかについて考察
している。
16）このように第15条は利用・懐柔策の観点から設けられた規定といえる。布
教規則では「宗教類似ノ団体」自体を宗教行政が統制する内容は規定されて
いない。よって,「内地」の宗教団体法（1940年施行）のような公認団体・
非公認団体を一括統制する目的を見出すことはできないと考える。
17）神宝長治「朝鮮に於ける宗教の概要」(『朝鮮』第296号，1940年１月）
18）趙景達『朝鮮民衆運動の展開 士の論理と救済思想』(岩波書店，2002
年)，第７章の註５では，前掲の拙著『朝鮮農村の民族宗教』から，次のよ
うな２つの指摘を取りあげ，それらは訂正を要すると述べられている。拙著
の指摘の１つ目は同書によると,「新興宗教のうち公認されて布教規則の適
用を受ける教団はついに一つもなかったという指摘」である。これに対して,
「｢宗教類似ノ団体」と規定されて布教規則を「準用」されたという意味で
の公認教団はいくつもあった」と批判している。
拙著の指摘の２つ目は同書によると,「新興宗教の取り締まりは，植民地
初期の段階では保安法により行われていたが，のちに警察犯処罰規則が基本
法になるという指摘」である。これに対して,「新興宗教に対する有効かつ
基本的な取り締まりは，植民地期を通じて保安法であり続けたことは間違い
なく」と批判している。
19）趙景達前掲書，186頁
20）註18にあげた註５，225頁
21）註18にあげた註５での引用で，出典は「思想犯罪から観た最近の朝鮮在来
類似宗教」(『思想彙報』第22号，朝鮮総督府高等法院検事局思想部，1940年，
19頁）とある。
22）同資料の「４ 宗教類似団体ノ状況」では，本文で述べているように「秘
密布教事件」という名称で,「宗教類似団体」に関して発覚した事件が扱わ
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れている。また,「秘密布教宗教類似団体検挙表」も掲載されている。
23）趙景達前掲書，186頁
24）前掲『大正十一年 朝鮮治安状況 其ノ一 鮮内』，｢五，結社及集会取
締ノ状況」の「(イ)集会結社ノ取締方針」
25）同前,「(ハ)集会結社ノ趨勢」
26）前掲『昭和二年十二月 治安状況』の「ハ，宗教類似団体」による。
27）前掲『昭和五年十月 治安状況』の「２ 宗教類似団体｣，および朝鮮総
督府警務局『最近に於ける朝鮮治安状況』(1933年）の「２ 宗教類似団体」
によると,「三十有余ノ団体｣，つまり30余りの「宗教類似団体」があったと
いう記述になっている（それぞれ1930年および1933年での記述)。おそらく
1928年以降のある年に，それまでの治安状況報告書の記述を参考にして当該
年の報告を書き込む際に，本文引用にある「三十余ノ団体アリテ」(1927年）
の部分を「宗教類似団体」全体の団体数と誤ったのではないかと推測してい
る。
その根拠として，本文すぐ後の箇所で書いているように，1932年末現在で
61団体であるから，1930年と1933年が30余りの団体数ということはあり得な
いので，やはりこの両年も50余りから60余りまでの数字が当てはまると考え
られる。
28）朝鮮総督府警務局『最近に於ける朝鮮治安状況』(1933年）所収の「宗教
類似団体道別表（昭和七年末現在)」に掲載された団体数である。
29）なお，前掲『朝鮮の類似宗教』第８章第１節「現在教勢」に掲載された表
（476・477頁）の「宗団数」欄によると，団体数は67となる。
30）前掲『最近に於ける朝鮮治安状況』(1933年）の「２．宗教類似団体」に
よる。1930年の朝鮮総督府警務局『昭和五年十月 治安状況』も,「２．宗
教類似団体」において本文の引用箇所とほぼ同内容で書かれている。ただし，
1927年の前掲『昭和五年十月 治安状況』では,「天道教，普天教，無極大
道教ヲ除キテハ特記スヘキモノナシ」と記載されているので，天道教と普天
教以外は時期によって入れ替わりがあったようだ。
31）趙景達前掲書（307頁）では，このことを指して「普天教は実質的に公認
されたのである」と理解している。
32）慶尚北道警察部『高等警察要史』(1934年）第６節「宗教類似団体ノ状況」
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の「６．普天教」項目
33）併合直後に警察犯処罰規則（総督府令第40号，1912年）が制定されたが，
これは「内地」における警察犯処罰令（内務省令第16号，1908年）に対応し
たものである。しかしながら，朝鮮の警察犯処罰規則には植民地に固有な罰
則規定が組み込まれ（２カ条からなり，第１条は87にわたる細則がある),
「内地」の警察犯処罰令をさらに強化したものとなった。そのため，いわゆ
る軽犯罪の取締りをもって抗日義兵や抗日運動を進める者を別件逮捕できる
役割も担い，植民地支配のための治安法として用いられていた。
朝鮮の警察犯処罰規則はその治安法的な特色にもかかわらず，宗教行為に
直接関係する項目は警察犯処罰令の項目（第２条第16～19号）をそのまま導
入したもので，ほとんど同じ文言からなっている（警察犯処罰規則，第１条
第21～24号)。ここから,「内地」同様に民衆の日常的な信仰現象を統制しよ
うとする意図のもとに導入されたものであることがわかる。巫俗・占卜のよ
うな民間信仰をはじめ,「宗教類似ノ団体」と見なされた宗教団体の日常的
な宗教行為もまた，警察犯処罰規則の適用対象として取締りを受けていたの
である。
34）筆者なりに統治政策の中で心田開発運動を位置づければ，次のように説明
できる。すなわち，農村振興運動の展開の過程で，朝鮮総督府は国民統合の
ために朝鮮民衆の心意世界の編成替えを構想した。その構想は２つの要素
（二重性）から成り立っていて,「敬神崇祖」にもとづき神社への大衆動員
を図る一方で（｢神社制度の確立｣)，公認宗教（教派神道を除く）や利用可
能な諸「信仰｣・教化団体の協力を引き出そうとした（｢宗教復興｣)。さらに，
この二重性の裏では，支配に障害となる「類似宗教」や「迷信」等を排除し
ようとした政策であったといえる。詳細は，拙稿「朝鮮総督府の農村振興運
動期における神社政策 「心田開発」政策に関連して」(『国際文化論集』
[桃山学院大学〕第37号，2007年12月）を参照されたい。
35）「宗教類似団体鉄椎
ママ
／筆頭普天教掃盪
ママ
」(『東亜日報』1935年12月19日
付〔夕刊]，２面)。
36）趙景達前掲書の第９章と第10章が参考になる。とくに第10章では，この時
期の普天教に対する弾圧・解散についても論じられている（343～346頁)。
ただし，同書の普天教論は普天教の活動を「植民地期における朝鮮民衆の素
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朴な開闢＝解放願望を象徴するもの」(348頁）として捉え，教主の車京石か
らも「民衆を組織化して独立を獲得しようとする論理を見出すことは全くで
きない」(349頁）というように,「民衆運動史」の立場から普天教の限界を
描き出した研究といえる。
37）「心田開発側面工作／迷信団体撲滅為計／有形無形弊害続出／
警察法規定補強」(『毎日申報』1935年12月25日付〔朝刊]，５面)。
38）註33で説明した警察犯処罰規則(総督府令第40号，1912年）を指す。
39）「『類似団体跋扈／心田開発運動妨害』／目下各道散在	此等団体
／六十種，信徒十五万」(『毎日申報』1936年６月５日付〔朝刊]，２面)。
40）解散が治安当局の担当なら,「改宗」は宗教行政を主管する学務局の担当
であり，同局のいわゆる「善導」方針（｢内地」の文部省同様に，宗教行政
が公認宗教に加えて，所管外である「類似宗教」をも「善導」しながら統制
する方針）に則った施策だと理解できる。
41）趙景達前掲書の第８章では，この時期の弾圧を心田開発運動に関連させて
概観している（260・261頁)。また，総督府による「類似宗教」調査や1936
年以降の弾圧，そして改宗協力や偽装改宗に関しては，前掲の拙著『朝鮮農
村の民族宗教』の第２章「総督府の「類似宗教」観｣，および第４章「金剛
大道の予言の地」を参照されたい。
1936年以降の弾圧に関してなら，たとえば「予言」の内容・行為が法令
（主に保安法第７条）に抵触するとして検挙され，そして解散に追い込まれ，
真宗大谷派への「改宗」まで迫られる団体もあった。
また，金剛大道も受難を被っている。信徒村に対して1937年頃から「満洲」
移民の要請がなされるが，これを拒絶すると次は懐柔策がとられて，和歌山
県の高野山金剛峰寺への「改宗」を迫られた。それをまたはね除けると，
1941年にはついに教主や幹部信徒の大量検挙（幹部信徒の拷問死）および信
徒村からの強制退去，教団施設の解体等，徹底的な弾圧を受けたのであった。
42）この認識を見出して調査資料として提供したのは，註14掲載の『朝鮮の類
似宗教』である。前掲の拙著『朝鮮農村の民族宗教』の第２章「総督府の
「類似宗教」観」では,『朝鮮の類似宗教』の分析を試みた。その結果,『朝
鮮の類似宗教』において,「類似宗教」の「社会運動」の思想，すなわち
「地上天国」＝独立が植民地支配と真っ向から対決するため,「地上天国」
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の論理的否定に全力が注がれていたことがわかった。また,「類似宗教」へ
の対策案として解散か「出直し」(＝「改宗｣）を提案していたことも明らか
になった。
43）「判決」(1945年５月14日付，韓国国家記録院所蔵）による。第２代教主
の「保安法違反被告事件」で有罪判決（1945年１月８日）が言い渡されたた
め，これに対して教主が「上告」を申立た。それが「棄却」された判決書が
この「判決」である。1987年に金剛大道からこの資料の翻訳を依頼された際
に複写を得た。また，前掲の拙著を執筆する際にもこの資料を使用すること
に快諾をいただいた。
44）前註の「判決」によると，主文が「本件上告ハ之ヲ棄却ス」で，理由が
「(中略）仍テ戦時刑事特別法第二十九条ニ則リ主文ノ如ク判決ス」という
判決内容である｡「戦時刑事特別法」とあるのは,「内地」で制定された戦時
刑事特別法（法律第64号，1942年）を指している（1943年には改正法規が制
定)。この法令は，1944年２月に朝鮮戦時刑事特別令(制令第４号）第１条の
規定によって朝鮮に依用されることになる。朝鮮戦時刑事特別令および同時
に制定された朝鮮総督府裁判所令戦時特例(制令第２号）は，植民地統治末
期の代表的な治安法とされる。
朝鮮戦時刑事特別令により朝鮮に依用された戦時刑事特別法には次のよう
な条文がある。
第二十五条 地方裁判所ノ事件ト雖モ刑事訴訟法第三百四十三条第一項ニ
規定スル制限ニ依ルコトヲ要セズ
第二十六条 有罪ノ言渡ヲ為スニ当リ証拠ニ依リテ罪ト為ルベキ事実ヲ認
メタル理由ヲ説明シ法令ノ適用ヲ示スニハ証拠ノ標目及法令ヲ掲グルヲ
以テ足ル
第25条を説明する。刑事訴訟法の第343条第１項では,「被告人其ノ他ノ者
ノ供述ヲ録取シタル書類ニシテ法令ニ依リ作成シタル訊問調書ニ非サルモノ」
は,「証拠ト為スコトヲ得」ないという制限が規定されている。第25条の規
定により地方裁判所の事件についてこのような制限が適用されなくなったの
である。これは，警察の任意捜査にもとづく聴取書に証拠能力を認めようと
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するものであったという。
また，第26条では有罪判決をなすにあたって，理由の説明や法令の適用を
示すのに「証拠ノ標目及法令ヲ掲グル」ことで足りるとされた。これにより，
有罪判決に付ける理由が簡易化され，有罪判決を下すことが容易となったと
いう。鈴木敬夫『朝鮮植民地統治法の研究 治安法下の皇民化教育』(北
海道大学図書刊行会，1989年）による。
したがって，忠清南道警察部では朝鮮戦時刑事特別令を用いることにより，
自分たちの不十分な証拠能力によってでも地方裁判所すなわち大田地方法院
に，教主に対して有罪判決を出させることが可能となってくる。
そこで，道警察部は公判のために２つの「事実」を準備した。その内容は
前記「判決」に書かれていて，本文に引用したとおりである。これら二点の
「事実」のように，幹部に語られた予言や歌舞までが対象とされ，しかもこ
れらを「事実認定」するためには，教主や幹部の「訊問調書ノ記載」や「興
気道徳歌ノ現存」等の「単純ナル証拠ノ羅列ヲナス」(担当弁護士の「上告
趣意」による）だけで足りたのである。
しかしながら，金剛大道の教理では教主が『鄭鑑録』予言にいう真人に相
当するので（これを「弥勒大仏」と称した)，本来の教義と２つの「事実」
とは異なる内容であったと考えるべきである。そもそも，警察当局による任
意捜査そのものが信憑性のないものであり，捏造自体も容易だったであろう。
最後に，判決に至るまでの裁判の経緯を補足説明しておく。教主は大田地
方法院に「上告」の「申立書」を差出し（刑事訴訟法第419条)，担当弁護士
の手による「上告趣意書」を上告裁判所に差出した（戦時刑事特別法第28条
による)。上告裁判所は高等法院となる。しかしながら，高等法院での裁判
は「判決」にあるように戦時刑事特別法第29条に則ったものであり,「検事
ノ意見ヲ聴キ弁論ヲ経ズシテ判決ヲ以テ上告ヲ棄却スル」(同条）という結
果になったのである。
45）『京畿道ノ教育ト宗教』は京畿道内務部発行と見られる。この資料に掲載
された信徒数などの数字は正確性を欠いてはいるだろうが，教勢の大体の推
移を知るうえでは重要な手がかりとなると考えている。
46）詳細は前掲の拙著『朝鮮農村の民族宗教』の第２章「総督府の「類似宗教」
観」を参照されたい。
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47）朝鮮総督府警務局『昭和12年 第73回帝国議会説明資料』(1937年）の
「２ 宗教類似団体」
48）朝鮮総督府警務局『最近に於ける朝鮮治安状況』(1939年）の「２ 宗教
類似団体」
49）韓国の国立中央図書館ＨＰ内の「電子図書館」で，拓務省『内外地法令対
照表』(1941年９月現在）の原文を見ることができる。なお，水野直樹氏か
らこの資料について情報を提供いただき，法令適用と取締り状況との関係に
関してもご助言を頂戴した。
50）「心田開発戦士重視／伝道・布教師許可制／“宗教団体法”実施保
留／	
来秋実施予定」(『毎日新報』1939年７月29日付〔夕
刊]，２面）による。
51）朝鮮総督府警務局『昭和16年12月 第79回帝国議会説明資料』(1941年）
の「秘密布教宗教類似団体検挙表（自昭和十五年十一月至昭和十六年九月)」
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The Concept of “Pseudo-Religious Groups”
(｢類似宗教｣) in Colonial Korea
Masaaki AONO
This paper, as one aspect of a study of the policy of the Japanese Govern-
ment- General of Korea regarding Korean new religions, seeks to clarify the
concept of “Pseudo-Religious Groups” in colonial Korea.
Until the middle of the 1930s, this concept had meant religious groups that
were unauthorized in both colonial Korea and Japan. However, after 1936,
“Pseudo- Religious Groups” were suppressed by the police authorities in colo-
nial Korea after the policy of “Spiritual Field Exploitation” (｢心田開発｣) was
introduced. It can be asserted that following this suppression, the meaning of
the concept of “Pseudo- Religious Groups” narrowed from groups that were
merely unauthorized to those that were also “Secret Proselytizers” (｢秘密
布教｣). According to the police authorities, these “Secret Proselytizers” were
those who sought to propagate millenarian doctrines such as “Heaven on
Earth” (｢地上天国｣).
